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　APEC（アジア太平洋経済協力）は2011年に結成22年目

を迎えた。アジア太平洋地域の経済発展のために、ボゴー

ル目標に示される貿易・投資の自由化を目指す「開かれた

地域主義」を掲げたAPECの歩みは平坦なものではなく、

その成果も必ずしもすべてのメンバーの希望を満たすもの

ではなかった。

　今、APECのメンバーの多くは域内、域外の国・地域と、

二国間あるいは地域FTAを締結し、排他的な枠組みで貿

易・投資の自由化を実現している。また、APECの重要な

一極である東アジアにおいてはASEAN＋3、ASEAN＋6

といった枠組みで、地域経済統合が模索されている。そし

てこうした動きは、そこから排除される可能性を持つ米国

にインパクトを与え、その対東アジア通商政策に大きな変

化を生じさせた。今、米国はその具体的な回答として、

APEC全体を領域とするFTA、FTAAPを提案し、また有志

によるその先行版と言うべきTPPの組成を推進している。

　本稿では、貿易・投資の自由化という分野において、ア

ジア太平洋地域をカバーする唯一の国際組織であるAPEC

のこれまでの変遷を整理した。

１．APECの概要

　アジア太平洋経済協力（Asia-Pacific Economic Cooper-

ation: APEC）はオーストラリアのホーク首相の呼びかけ

により、アジア太平洋地域の経済発展及び地域協力のため

の組織として1989年に結成された。当初は日本、米国、オー

ストラリアなど、12カ国・地域をメンバーとした（図１）。

その後、メンバーは増加し、現在は中国、ロシアを含む21

カ国・地域に拡大している。経済規模においては、2008年

に世界のGDPの53％、総貿易額の43％を占める規模となっ

ている1。また（表１）に示したように、APECの域内貿

易比率は2007年に68.6％であり、EU15カ国を凌いでいる。

　APECは1994年にインドネシアのボゴールで開催された

首脳会議において、貿易・投資の自由化について、ボゴー

ル目標に合意した。その内容は「先進経済は2010年までに、
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1 経済産業省ホームページより。

（図１）APECの参加メンバー

（出所）経済産業省
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発展途上経済は2020年までに、自由で開かれた貿易と投資

を達成する」というものである。この目標の達成に向け

APECメンバーは、以下の３分野（APECの３本柱）を基

本理念として、活動を行っている。

　○貿易と投資の自由化

　○ビジネスの円滑化

　○経済・技術協力

　

　 ま たAPECは「 開 か れ た 地 域 主 義（Open Regional-

ism）」を標榜し、域内の貿易・投資の自由化で実現され

た成果は、最恵国待遇の原則を通じて域外国に対しても適

用されることを原則としてきた。

　APECはその目的のために、多段階の機構を備えている

（図２）。例年秋に開催される首脳会議（AELM）、その事

（表１）APECメンバー及びEU15の域内貿易比率
� （％）

東アジア 米州5 EU15 APEC21

1995 50.6 43.8 63.5 72.2

2001 51.6 49.3 60.1 72.6

2007 57.7 44.3 58.9 68.6
（出所）山澤（2010）
（注）東アジアは日本、中国、韓国、チャイニーズ・タイペイ、中国
香港、ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポー
ル、タイ、ベトナム、米州５は米国、カナダ、チリ、メキシコ、ペルー、
EU15はオーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フラ
ンス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルグ、
オランダ、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、イギリス、
APEC21はAPECの全メンバーをそれぞれ示す。

（図２）APECの機構

（出所）経済産業省
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前に各メンバーの外相及び貿易担当相を構成員として開催

される閣僚会議（AMM）が機構の中心となっている。そ

れらの準備のために開催される高級実務者会合（SOM）

が実務の中核部分であり、日本からは外務省と経済産業省

の審議官レベルが出席している。

　またこの他に、貿易、エネルギー、中小企業、電気通信

などの分野の大臣会合があり、首脳会議とは別個に開催さ

れるており、その分野数も増えてきている。一例として

2010年の横浜サミットの際には、10月に新潟で食料安全保

障に関する大臣会合が初めて開催された。さらに実務レベ

ルでは、APECの活動の中心である貿易投資の自由化を担

当する貿易投資委員会（CTI）の下に９つの専門会合が、

もう一つの活動の中心である経済・技術協力運営委員会の

下に11の専門会合と５つの特別委員会がそれぞれ設置さ

れ、多岐にわたる分野で政策課題に取り組む専門家の会合

がもたれている（図２）。

　この他、諮問機関として、首脳会議に対し域内のビジネ

ス界からの提言を行うAPECビジネス諮問委員会（APEC 

Business Advisory Council: ABAC）が設置されている。

２．FTAAP

　上記のような形態で活動を続けてきたAPECであった

が、中心となる貿易投資の自由化については、その合意内

容を強制する法的な裏付けはもたず、せいぜいピア・レ

ビューの形で、各メンバーの自由化の進展を評価するのが

限界であった。特に米国はAPECにおける自由化政策の実

効性の乏しさについて、初期の段階から不満を持っていた。

　2006年11月にベトナムのハノイで開催された第14回

APEC首脳会議において、APEC全体をカバーするFTA（自

由貿易協定）であるアジア太平洋自由貿易圏、すなわち

FTAAP（Free Trade Area of the Asia-Pacific）構想が取

り上げられ、採択された宣言文には“長期的展望”として

検討を行うことが盛り込まれた。これは一種の法的拘束力

を持った貿易自由化の提案であり、APECのそれまで標榜

してきた「開かれた地域主義」の理念からは、離れるもの

であった。

　FTAAP構想自体はこのとき初めてAPECの場で取り上

げられたものではない。そもそもはAPECに対しビジネス

界の立場から提言を行う組織であるABACが、2004年にチ

リのサンチアゴで開催された第12回APEC首脳会議で提案

したものである。しかしその場においては多くの異論が出

され、積極的な議論の対象とされることはなかった。また

翌年の韓国の釜山における第13回APEC首脳会議において

も同様の扱いであった。

　このような消極的な反応は、この構想には、世界のGDP

の半分を占めるAPECの領域をカバーするFTAを構築する

こと自体が困難であること、先に触れたように域外に対し

て差別的な機能を有するFTAがこれまで「開かれた地域

主義」を標榜してきたAPECの姿勢と根本的に矛盾するこ

と、という二つの大きな問題点があったためと考えられる。

　そのFTAAP構想が、2006年にいたって、唐突に議論の

対象として取り上げられた理由は、米国がこの構想を推進

する方向に政策を転換したためである。その背景には、

ASEAN＋32、ASEAN＋63などの形で、東アジアの経済統

合の議論が具体化してきたことが指摘できる。ブッシュ政

権の政策転換の背景には東アジア経済統合に対する牽制の

意図があったと見ることができよう。

　2009年に発足した民主党のオバマ政権は、当初リーマン・

ショック後の経済危機への対応に追われ、その独自の通商

政策の構築は遅れた。しかし2009年後半に入ると、前政権

同様、FTAAPを重視する姿勢が明確となってきた。11月

にシンガポールで開催された第17回APEC首脳会議では、

米国のイニシアチブによりFTAAP構想の検討の継続が宣

言文に盛り込まれた。これによって、FTAAP構想は政権

党交代を経ても変更されない、米国の対東アジア通商政策

の要であることが示された。

　一方、日本においては、2009年９月に民主党を中心とす

る政権が発足した。同政権が同年12月に発表した「新成長

戦略（基本方針）」においては、「2010年に日本がホスト国

となるAPECの枠組みを活用し、2020年を目標にアジア太

平洋自由貿易圏（FTAAP）を構築するための我が国とし

ての道筋（ロードマップ）を策定する」ことが明記された。

　2010年11月に横浜で開催された第17回APEC首脳会議で

は、APECを「緊密な共同体」、「強い共同体」、「安全な共

同体」の三つの要素を持つ「APEC共同体」の実現を目指

すことが合意された。このうち「緊密な共同体」とは地域

2 ASEAN10カ国と、日本、中国、韓国の計13カ国による経済統合の枠組み。1997年以来、ASEAN＋3首脳会談を開催。通貨危機を防止するための
通貨スワップ取極、チェンマイ・イニシアティブなどいくつかの経済協力措置を実現した。地域におけるFTA構想としては、EAFTA（東アジア自
由貿易協定）があり、共同研究を経て2009年の首脳会談において、政府間で議論することに合意。
3 ASEAN10カ国と、日本、中国、韓国、インド、豪州、ニュージーランドの計16カ国による経済統合の枠組み。2005年以降、東アジアサミット（EAS）
を開催。地域におけるFTA構想としては、CEPEA（東アジア包括的経済連携）があり、共同研究を経て2009年のEASにおいて、政府間で議論する
ことに合意。ただし、EASについては2011年から米国、ロシアが、新たに正式メンバーとして加わり、拡大された。
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経済統合の深化であり、具体的にはFTAAPの実現を意味

するとされた。ここにおいて、FTAAPはAPECの方向性

として明確に位置付けられたと言えよう。

３．TPP

　上記のようにブッシュ、オバマ両政権を通じて、

FTAAPを対東アジア通商政策の中心として堅持する米国

の姿勢は一貫していた。

（表２）FTAAP及びTPPに関する動き

年 月 事　　　項

2004年 11月 チリ・サンチアゴで開催された第12回APEC首脳会議で、ABACがFTAAPを提案

2006年 ７月 環太平洋戦略的経済連携協定（P4）発効（メンバー国：シンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネイ）

11月 ベトナム・ハノイで開催された第14回APEC首脳会議で、FTAAPが議題として取り上げられる

2008年 ９月 米国通商代表部、P4への参加を正式に発表

11月 オーストラリア、ペルー、P4への参加を表明（注）

2009年 11月 オバマ米大統領、東京都内で行った演説でTPPへの参加を正式表明

11月 シンガポールで開催された第17回APEC首脳会議で、FTAAP構想の検討の継続が宣言文に盛り込まれる

12月 鳩山政権の発表した「新成長戦略（基本方針）」に、2020年を目途にFTAAPの構築するためのロードマッ
プを策定することが明記される

2010年 ３月 米国、オーストラリア、ペルー、ベトナム（当初はオブザーバー参加、12月から正式参加）が加わった
TPPの第一回交渉が開始

10月 菅首相、所信表明演説でTPP交渉への参加検討を表明

10月 マレーシアがTPP交渉に参加

11月 横浜で開催された第18回APEC首脳会議において、FTAAPの実現に向け具体的な手段をとることで合意、
⑴ ASEAN+ ３、⑵ ASEAN+6、⑶ TPPをそれぞれFTAAPへの道筋として例示

2011年 11月 ホノルルで開催された第19回APEC首脳会議において、野田首相がTPP交渉への参加を表明。カナダ、
メキシコも同様に参加を表明。

（出所）各種資料より筆者作成
（注）これ以降、拡大されるP4は環太平洋経済連携協定（TPP）と呼称されるようになった（スコレー（2010））。

（図３）APECメンバーに関連した主なFTA（構想段階を含む）

（出所）経済産業省
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　しかし一方で、多様な国・地域を含むFTAAPの実現に

は、長い時間がかかることも予見しうるところであった。

米国にとって、より短い期間で実際の経済効果をもたらし

うる代替案も同時に必要とされた。ブッシュ政権は、2008

年９月にシンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネ

イの４か国によるFTA、環太平洋戦略的経済連携協定

（Trans-Pacific Strategic Economic Partnership: P4）に参

加することを表明した。同協定にはその後、オーストラリ

ア、ペルーも参加を表明し、 “有志によるFTA”と位置づ

けられる存在となった。なお、拡大される協定については

環太平洋経済連携協定（Trans-Pacific Partnership: TPP）

と呼称されている（スコレー（2010））。

　オバマ政権への移行に伴い、米国のTPPの協議への参加

は、当初の予定より遅れることとなった。しかし、オバマ

大統領は2009年11月のAPEC首脳会合に先立って、訪問中

の東京で行った演説の中で、TPPの推進を表明。2010年３

月には米国も参加し、公式協議が開始された。また米国は

二国間FTAを交渉中であったマレーシアにも、TPPへの

参加を呼び掛け、同国も2010年８月から交渉に参加した。

一方、日本の菅政権も2010年10月にTPP交渉への参加の検

討を表明した。

　続いて2010年11月に横浜で開催された第17回APEC首脳

会議において、TPPはEAFTA、CEPEAと並んで、FTAAP

実現に向けた具体的道筋の一つと位置づけられた。合意に

おいて三者が併記されたことは、東アジア諸国、特に中国

の立場に対する一定の配慮と解釈できる。一方で浦田

（2011）は、他の二者が構想段階に止まっていることから、

現時点におけるTPPの優位性を指摘した。

　TPPは内容的には基本的に関税撤廃の例外品目を認め

ず、サービス、投資、知的財産権などモノの貿易以外の分

野についても包括的な合意を目指す、先進的な「21世紀型」

のFTAを指向している4。TPP交渉を通じてこうしたレベ

ルの高い自由化の合意形成がなされれば、それが将来の

FTAAPにおける自由化のルールを先取りすることとなる。

　一方で、TPPの範囲が現在の交渉参加国に止まるのであ

れば、その実際の経済効果は限定されたものにならざるを

得ない。現状の交渉参加国はこれまでも比較的FTAに積

極的であった国が多く、Scollay（2011）によれば、９カ

国間の36の２国間組み合わせのうち、25がすでに既存の

FTAの対象となっている。さらに交渉参加国は経済規模

が小さい国が多く、対米貿易を除くと各国間の貿易額が小

さいことも、経済効果を限定する要因となっていた5。

　TPPはこうした直接的な経済効果を拡大するためにも、

その範囲を拡大する必要があった。また参加国の拡大は前

述のFTAAPへの道筋としての役割からも不可欠となって

いる。日本、中国、韓国の北東アジア諸国は、その経済及

び貿易の規模からして、将来の参加者として特に重要とい

えた。

　こうした状況において、2011年11月にホノルルで開催さ

れた第19回APEC首脳会議において、野田首相がTPP交渉

への参加を表明したことは、アジア太平洋地域のFTA交

渉に大きな波紋を投げかけることとなった。即時的な効果

としては、カナダ、メキシコ両国が同首脳会議において

TPP交渉への参加を表明した。さらに日本の参加表明は、

北東アジアの中韓両国や、タイなどTPP交渉に未参加の

ASEAN諸国などの通商政策にも、大きなインパクトを与

えている。

４．むすび

　以上のように、本稿では米国との関わりを中心にAPEC

を巡る動きを振り返ってきた。2006年以降のFTAAPを巡

る議論の開始は、貿易・投資の自由化という最も重要な分

野において、APECの「開かれた地域主義」という概念が、

空文化している現実を明らかにしたといえる。米国は明ら

かに、ASEAN＋3、ASEAN＋6などの東アジア経済統合

の枠組みに対抗する手段として、APECの活用を目指した。

“有志によるFTA”であるTPPは、その補完的役割を担う

と位置づけられた。

　 こ う し た 中、2011年 の 横 浜 の 首 脳 会 議 に お い て、

FTAAPはAPECの地域経済統合の深化の手段と位置づけ

られた。これはAPECにおける「開かれた地域主義」の明

らかな終焉といえる。さらにTPPもASEAN＋3、ASEAN

＋6と並んでFTAAP実現に向けた、具体的道筋の一つと

され、APECにおける公的な位置づけを得るにいたった。

　前述のように、現在のAPECは多層的な組織を持ち、経

済に関する多様な分野について協議する場となっている。

したがって、今後ともアジア太平洋地域の経済協力につい

て、一定の存在意義を持ち続けるであろう。しかしAPEC

設立の最大の目的であった域内の貿易・投資自由化につい

ては、「開かれた地域主義」を掲げたボゴール目標の現実

性は失われ、代わってFTAAPの実現を長期目標とする

FTAによる拘束力を伴ったアプローチが主役の座につい

4 TPP交渉では24の作業部会が設けられており、これには市場アクセス、原産地規制、貿易円滑化、サービス貿易、投資、環境、労働などに加え、
中小企業、規制関連協力などこれまでのFTAで扱われた例のない分野も含まれている（詳しくはBarfield（2011）、木村（2011）を参照）。
5 Scollay（2011）はTPPのFTAとしての質の高さという目標と、参加国の拡大の二律背反を指摘している。
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たといえよう。
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Summary

APEC (Asia-Pacific Economic Cooperation) in 2011 marked the 22nd year since its formation. The steps taken by 
APEC—which raised an "Open Regionalism" aiming at the liberalization of trade and investment indicated by the Bogor 
Goals for the economic development of the Asia-Pacific region—have not been even, and the results have not always fulfilled 
the hopes of all its members.

Today, many of APEC's members have concluded bilateral or regional FTAs with countries and territories within and 
without the region, and have realized the liberalization of trade and investment by means of exclusive frameworks. Moreover, 
in East Asia, which is an important part of APEC, regional economic integration is being sought by means of frameworks such 
as ASEAN Plus Three and ASEAN Plus Six. Such moves have an impact on the United States, which runs the possibility of 
being excluded from them, and has induced major changes in its East Asian trade policy. Today, as a specific response thereto, 
the United States is proposing an FTA or FTAAP, with its area being APEC in its entirety, and is additionally pushing the TPP 
formation which should be called a voluntary forerunner to that.

In this paper, in the area of the liberalization of trade and investment, are summarized the changes to date for APEC, 
which is a unique international organization covering the Asia-Pacific region.

� [Translated by ERINA]
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